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研究ノート

静岡県におけるサポーティング・インダストリーの分析
―予備的考察―

大　橋　慶　士

はじめに

　本稿は、「静岡県における中小企業の下請け構造分析と先駆的メッシュ化企業の特徴」（科学研究

費補助金　基盤研究（C））における研究の予備的考察をなすものである。従来、中小企業の特徴は、

系列あるいは下請といった言葉に代表されるごとく、大企業との長期かつ安定的な関係を保ってき

た。しかしこれらの関係は、バブル経済崩壊後の1990年代以降、日本経済における構造変化ととも

に、大きな変化が起こってきており、長期かつ安定的な関係を核とする企業間取引は崩れ、仕入や

販売などの取引が系列化からオープン化したといわれている1。いわゆる取引構造がバーチカルな

統合からから網の目のように水平に広がり取引先数が増加するという、いわゆるメッシュ化が拡大

するという構造変化が生じたことが指摘されている。

　本研究は、このようなメッシュ化の進展について、静岡県内の中小企業を対象に調査し、メッシ

ュ化による光と影の分析により、先駆的メッシュ化企業の特徴を明らかにすることである。そのた

めの一歩として、静岡県における「ものづくりの基盤技術」を提供するサポーティング・インダス

トリーについて分析を行う。まず「ものづくり基盤技術」や「中小企業」の定義を考察する。そし

て『静岡県会社要覧2009』のデータベースを基に静岡県のポーティング・インダストリーの「もの

づくり基盤技術」を分析する。

1　特定ものづくり基盤技術と中小企業者の定義

　⑴　特定ものづくり基盤技術

　我が国における自動車、家電製品など輸送機器、電気・電子機器あるいは工作機械・土木建設機

械などの産業用機械などをはじめ多くの完成品メーカーは川下産業である金型・金属プレス・電子

部品ディバイスあるいは鍛造・鋳造といった多数の中小企業の下支えのもとに成り立っている。こ

1 中小企業庁編『中小企業白書　2007年版』ぎょうせい、平成19年6月、p.157。
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れら中小企業は、「特定の技術分野においては、その精度やスピード等の面で他国に比して極めて

高度な水準を実現していることから、我が国製造業の国際競争力の重要な源泉の一つになっている。

中小企業が担っているこうした技術が、大企業の事業活動にとって必要不可欠なものになっており、

一層激しさが増すと予想される国際市場において、わが国製造業が引き続き高い競争優位を確保す

るとともに、新たな事業の創出を通じて、安定的かつ持続的な経済成長を達成していくためには、

かかる技術の精度向上等の高度化が強く求められている」2といわれている。そのため「限られた

政策資源を有効に活用する観点」から、これらのものづくりに取り組む中小企業の高度化を図るた

めの趣旨の下、「中小企業の特定ものづくり基盤技術の高度化に関する法律」（平成18年4月26日法

律第33号。サポーティング･インダストリーを略し、かかる法律はサポイン法と略称されている。）

が制定された3。この法律は「ものづくり基盤技術に関する研究開発及びその成果の利用を促進す

るための措置を講ずることにより、中小企業のものづくり基盤技術の高度化を図り4、もって我が

国製造業の国際競争力の強化及び新たな事業の創出を通じて、国民経済の健全な発展に寄与するこ

と」5と、その目的を定めている。

　ここで「特定ものづくり基盤技術」とは、同法に先立ち制定された「ものづくり基盤技術振興基

本法」（平成11年法律第2号）において規定された「ものづくり基盤技術」を基本的には指す6。同

法によればこれらには「工業製品の設計、製造又は修理に係る技術のうち汎用性を有し、製造業の

発展を支えるもの」が該当し、これらについての具体的技術については政令（「ものづくり基盤技

術振興基本法施行令」平成11年6月16日政令第188号）で定めるとしている。かかる政令は、幅広

く取り込む考えに基づき、これら「ものづくり基盤技術」として26項目を定めている7。「ものづく

り基盤技術振興基本法」は、「ものづくり基盤技術」についての国の責務、すなわちこれに関わる

総合的な施策の策定と実施を定めたものであり、これを具体的に実施するため制定されたのが先の

サポイン法である。同法は、「特定ものづくり基盤技術」を「ものづくり基盤技術振興基本法」の「も

のづくり基盤技術」のうち「当該技術を用いて行う事業活動の相当部分が中小企業者によって行わ

2 中小企業庁編『中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律逐条解説』、p.1。
3 同上、p.1。
4 この法律での「高度化」とは、精度や速度の向上、低価格化など、かかる技術の性質や機能の水準が上がること
を意味している。同上、p.2。

5 「中小企業の特定ものづくり基盤技術の高度化に関する法律」弟1条。
6 「ものづくり基盤技術振興基本法」第2条1項。
7 「ものづくり基盤技術信仰基本法施行令」第1条。ここで規定されている技術として、設計に係る技術、圧縮成形・
押出成形・空気の噴射による加工・射出成形・鍛造・鋳造及びプレス加工に係る技術、圧延・伸線及び引抜きに
係る技術、研磨・裁断・切削及び表面処理に係る技術、整毛及び紡績に係る技術、製織・剪毛及び編成に係る技術、
縫製に係る技術、染色に係る技術、粉砕に係る技術、抄紙に係る技術、製版に係る技術、分離に係る技術、洗浄
に係る技術、熱処理に係る技術、溶接に係る技術、溶融に係る技術、塗装及びめっきに係る技術、精製に係る技
術、加水分解及び電気分解に係る技術、発酵に係る技術、重合に係る技術、真空の維持に係る技術、巻取りに係
る技術、製造過程の管理に係る技術、機械器具の修理及び調整に係る技術、非破壊検査及び物性の測定に係る技
術が掲げられている。
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れるものであって、中小企業者がその高度化を図ることが我が国製造業の国際競争力の強化又は新

たな事業の創出に特に資するものとして経済産業大臣が指定するもの」8として定義している。す

なわちサポイン法における「特定ものづくり基盤技術」は、上位概念である「ものづくり基盤技術」

に包接されるものである。しかし「ものづくり基盤技術」の多種多様性に鑑み、政策の実効性の面

からはこれらすべてを採り上げることは困難であることから、その外延規定をしている。したがっ

て、同法における「特定ものづくり基盤技術」は、下記の⑴から⑶の要件を満たすものとして経済

産業大臣が指定するものをいう。ただし⑶の要件は①または②のいずれかを満たすものとなる9。

　⑴　「ものづくり基盤技術振興基本法」第2条第1項に規定する「ものづくり基盤技術」

　⑵　事業活動の相当部分が中小企業によって行われている技術

　⑶　①我が国製造業の国際競争力の強化に特に資する技術

　　　②新たな事業の創出に特に資する技術

　なお平成18年6月20日付けで経済産業大臣が指定した「特定ものづくり基盤技術」として、17の

技術分野が定められた。その後、変更され平成21年度現在、以下の図表1における20の技術分野が

「特定ものづくり基盤技術の高度化に関する指針」において定められている。

　　1．組み込みソフトウエアに係る技術　　　　　　　11．金属プレス加工に係る技術

　　2．金型に係る技術　　　　　　　　　　　　　　　12．位置決めに係る技術

　　3．電子部品・ディバイスの実装に係る技術　　　　13．切削加工に係る技術

　　4．プラスチック成型加工に係る技術　　　　　　　14．繊染加工に係る技術

　　5．粉末冶金に係る技術　　　　　　　　　　　　　15．高機能科学技術に係る技術

　　6．溶射に係る技術　　　　　　　　　　　　　　　16．熱処理に係る技術

　　7．鍛造に係る技術　　　　　　　　　　　　　　　17．溶接に係る技術

　　8．動力伝達に係る技術　　　　　　　　　　　　　18．めっきに係る技術

　　9．部材の結合に係る技術　　　　　　　　　　　　19．発酵に係る技術

　　10．鋳造に係る技術　　　　　　　　　　　　　　　20．真空の維持に係る技術

図表1　特定ものづくり基盤技術

8 「中小企業の特定ものづくり基盤技術の高度化に関する法律」第2条第2項。
9 中小企業庁編『中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律逐条解説』、p.5。
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　⑵　中小企業者の定義

　中小企業者の定義は、中小企業政策に対する法律あるいは制度によって異なる。なかでも「中小

企業基本法」による定義10は、中小企業政策における基本的な政策対象の範囲を定めた原則である。

同法によれば、中小企業者の定義は以下の図表2となる。

　なお、この図表2における定義において資本金（または出資金）と従業員基準についてはいずれ

かを満たせばよいとされている11。この事業分類については、日本標準産業分類の第10回改定分類

に基づき行われている（第12回改定〈総務省告示第618号〉が平成19年11月16日に行われ、平成20

年4月1日から適用されるが、中小企業基本法による中小企業者の範囲については従前の日本標準

産業分類により取り扱われる12）。なお前述したように法人税法あるいは中小企業関連立法などの

政令等により中小企業者の定義は異なる13。

図表2　中小企業基本法における中小企業者の定義

10 「中小企業基本法」（昭和38年7月20日法律第154号、最終改正平成21年7月15日）第2条。
11 中小企業庁のホームページ、「FAQ『中小企業の定義について」より。
 URLはhttp://www.chusho.meti.go.jp/faq/faq/faq01_teigi.htm#q3。
12 中小企業庁のホームページ、「日本産業分類第12回改定に伴う中小企業者の範囲について」より。
 URLはhttp://www.chusho.meti.go.jp/soshiki/kaitei_12.html。
13 法人税法では中小企業軽減税率の適用範囲は1億円以下の中小企業者、また株式会社日本政策金融公庫法等では、
業種の追加をしており、ゴム製品製造業（一部を除く）は、資本金3億円以下または従業員900人以下、旅館業
は資本金5千万円以下または従業員200人以下、ソフトウエア業・情報処理サービス業は資本金3億円以下また
は従業員300人以下を中小企業者としている。サポイン法における中小企業者の範囲は、同法の政令（「中小企業
のものづくり基盤技術の高度化に関する法律施行令」で定められており、それは株式会社日本政策金融公庫法と
同様である。

業種分類 中小企業基本法における定義

製造業、建設業

運輸業、その他

資本金の額または出資の額が3億円以下ならびに

常時使用する従業員の数が300人以下の会社及および個人

卸売業
資本金の額または出資の額が1億円以下ならびに

常時使用する従業員の数が100人以下の会社及および個人

小売業
資本金の額または出資の額が5千万円以下ならびに

常時使用する従業員の数が50人以下の会社及および個人

サービス業
資本金の額または出資の額が5千万円以下ならびに

常時使用する従業員の数が100人以下の会社及および個人
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2　サポーティング・インダストリーの業界の実態

　静岡県におけるサポーティング・インダストリーの全体像に関する調査としては、財団法人静岡

研究所による『静岡県経済白書2009・2010』14がある。同研究所は静岡県内における製造業を対象

にアンケート調査「ものづくり基盤技術の実態に関する調査」を実施し、「ものづくり基盤技術」

の観点からサポーティング・インダストリーの実態を調査している15。同調査における「ものづく

り基盤技術」は既述した「特定ものづくり基盤技術」に従うもので、それによると静岡県内では多

様な「ものづくり基盤技術」が集積されており、特に切削、溶接、金型、金属プレスに関する企業

が多いこと、またそれら基盤技術は業界としては輸送用機器向けの切削、金型、溶接が多いことが

指摘されている16。

　本稿では、サンプルとしては偏りがあることは否めないが、それらの追試的な調査として以下の

前提の下で、静岡県内のサポーティング・インダストリーの分析を行うことにする。

　①対象：『静岡県会社要覧2009』17に掲載されている企業

　②資本金の規模：3億円以下の企業

　③製造業で以下に記述したものづくり基盤技術に関わる企業（サポーティング・インダストリー）

　上記、『静岡県会社要覧』のCR-ROMのデータベースからものづくり「基盤技術」である「金型」、

「鍛造」、「鋳造」、「金属プレス」、「切削」、「熱処理」、「溶接」めっき」「プラスチック成型」、「電子

部品・ディバイス実装」および「組み込みソフトウエア」をそれぞれキーに「基盤技術」ごとに企

業を検索した。それらのデータを結合し、さらに複数の「基盤技術」をもつ企業データを企業単位

ごとにそれらを統合する。その統合データから資本金3億円以下の企業を抽出し、以下の図表3に

示した東部地域、中部地域、西部地域の3地域の区分を加え、これを地域、業種、基盤技術（ただ

し複数のものは列の最初の基盤技術）をキーにソートしたものが巻末の資料「静岡県のサポーティ

ング・インダストリーの一覧表」である。以下ではこの資料のデータを基に静岡県のサポーティン

グ・インダストリーの実態分析を行う。

14 財団法人静岡経済研究所『静岡県経済白書2009・2010次代を拓く人と技』静岡新聞社、2009年6月。ここに記載
されている結果は川島康之、佐藤祐介「特集　静岡県のサポーティングインダストリー～モノづくり基盤技術の
実態を探る」『SERIまんすりー』2008年5月号、に掲載されたものである。

15 この実態報告の詳細は、既述した、同研究所の定期月間誌『SERIまんすりー』2008年5月号に特集として掲載
されている。川島康之、佐藤祐介「特集　静岡県のサポーティングインダストリー～モノづくり基盤技術の実態
を探る」pp.2-12。この調査は、平成20年2月初旬から中旬にかけて実施されており、静岡県内製造業で、もの
づくり基盤技術を有すると思われる企業3,151社を『静岡県会社要覧』およびタウンページから抽出し、375社（有
効回答率11.9％）の回答に基づくものである。回答企業の基本属性は、従業員数（30人以下42.7％、31人～100
人37.3％、101人以上19.5％、不明0.5％）、売上高（1億円未満16.8％、1～3億円未満19.5％、3億～10億未
満30.4％、10億円以上33.1％、不明0.3％）、生産形態（多品種少量生産57.1％、一品受注・試作品24.0％、多品
種大量生産13.3％、その他4.3％、不明1.3％）となっている。

16 財団法人静岡経済研究所、前掲書、p.158。
17 団法人静岡経済研究所『静岡県会社要覧2009』のCD-ROMによるデータベースを活用
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　⑴　静岡県における業種向け基盤技術の集積傾向

　巻末資料（「静岡県のサポーティング・インダストリー一覧表」）のデータに基づき、静岡県にお

ける製造業の業界別かつ地域別に見た企業数をグラフ化すると以下の図表4となる。

　県内のサポーティング・インダストリーを業界から見ると、輸送用機器、金属製品、一般機器の

中小企業が全体の約73％を占めていることが図表3からわかる。また、これを東部、中部、西部の

3地域別にしたグラフが図表5である。

図表3　静岡県における東部、中部、西部の3地域区分

図表4　業界別から見たサポーティング・インダストリーの数

地域 市　　　町　　　村

東部

沼津市、三島市、富士宮市、富士市、御殿場市、裾野市、熱海市

伊東市、下田市、伊豆市、伊豆の国市、函南市、清水町、長泉町

小山町、芝川町、東伊豆市、河津町、南伊豆市、松崎町、西伊豆町

中部 静岡市、島田市、焼津市、藤枝市、牧之原市、吉田町、川根本町

西部
浜松市、磐田市、掛川市、袋井市、菊川市、御前崎市、湖西市、森町

新居町

3地域の区分については『静岡県経済白書2009。2010』に基づいている。
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　この図表5から、サポーティング・インダストリーは西部地域に57％、中部地域に20％、そして

東部地域に23％に存在することが分かる。また、これを3地域ごとに業種から見たサポーティング・

インダストリーの割合は、図表6～8となる。

図表5　3地域別に見たサポーティング・インダストリーの数

図表6　東部地域におけるサポーティング・インダストリーの業界の割合
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　これらの図表6～8から、サポーティング・インダストリーの業界は3地域いずれも輸送用機器、

金属製品、一般機器がともに多く存在している。しかしその順位については、東部地域は金属製品

（39％）、輸送用機器（17％）、一般機器（15％）の順位、中部地域については金属製品（40％）、一

般機器（20％）、輸送機器（13％）の順位、そして西部地域では輸送用機器（46％）、金属製品（20％）、

図表7　中部地域におけるサポーティング・インダストリーの業界の割合

図表8　西部地域におけるサポーティング・インダストリーの業界の割合
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一般機器（9％）の順位となっており、西部地域における自動車関連の輸送用機器を中心としたサ

ポーティング・インダストリーの存在を確認することができる。

3　サポーティング・インダストリーの基盤技術の集積の実態

　次に、巻末資料に基づいて「ものづくり基盤技術」の集積度についてその実態を分析する。

　巻末資料の「サポーティング・インダストリーの一覧表」に基づくと基盤技術についての集積割

合は、図表9となる18。

　この図表から、金型（37％）、溶接（18％）、切削（13％）の3基盤技術で全体の68％を占めてい

る。静岡経済研究所によるアンケート調査19においても基盤技術の集積度の割合は切削、溶接、金

型の順位となっており、順位に違いがあるが、おおよその傾向を見てとれる。

　これら基盤技術の傾向を3地域別に見てみる。これらの結果は、図表10～12の円グラフとなる。

図表9　静岡県全体における基盤技術の割合

18 集計にあたっては、同一企業につき複数の基盤技術がある場合は、それぞれを別々に集計している。従って企業
の総数は307社であるが、基盤技術を集計する上での総数は388となっている。

19 静岡経済研究所、前掲、p.4.
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図表10　東部地域における基盤技術の割合

図表11　中部地域における基盤技術の割合
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　図表10～12から、いずれの地域においても金型、溶接、切削に対する基盤技術は集積している傾

向がみられると考えられる20。また、図表5および図表12からサポーティング・インダストリーの

数においてもまた基盤技術の集積度においても西部地域に集まっていること、さらに幅広い基盤技

術が集積されていることが西部地域の特徴といえる21。

　これら基盤技術について、その技術力を「業界トップレベル」あるいは「業界優位」と自己評価

する企業は回答企業の半数を占める22といわれており、ある意味では静岡県におけるサポーティン

グ・インダストリーの基盤技術の技術力の高さを物語っている。

　さらにこれらの基盤技術を保有する業界別から分析したものが図表13である。この図表13から、

基盤技術は輸送用機器と金属製品に集積されていることが分かる。既述した、静岡経済研究所にお

けるアンケート調査においても、「自社にとって主力となる部品の供給先の業界」に対する回答と

して輸送用機器が全体の5割を占めていることが報告されている。また同研究所の調査結果によれ

ば、静岡県のサポーティング・インダストリーは輸送用機器業界、とりわけ駆動系・足回り部品や

車体部品の供給を主力とした基盤技術を下支えしているという23。

図表12　西部地域における基盤技術の割合

20 鈴岡経済研究所における調査でも、回答企業375社のうち、自社の保有する技術に対する回答で特に多かったの
が、切削152社、溶接118社、金型116社、金属プレス97社となっている（複数回答）。川島康之、佐藤祐介、前掲、
p.4。

21 これは、静岡経済研究所の調査でも指摘されている。川島康之、佐籐佑介、前掲、p.4。
22 川島康之、佐籐佑介、前掲、p.4。
23 川島康之、佐籐佑介、前掲、p.6。
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おわりに

　今回の分析は、『静岡県会社要覧2009』のデータベースからサポーティング・インダストリー307

社を検索し、そのデータに基づいて行った。一方、静岡経済研究所のアンケート調査は、静岡県内

製造業3,151社（母集団）から抽出した375社を対象にした分析で、われわれの分析は、金属プレス

や組込みソフトウエアの数において開きがあり、静岡県のサポーティング・インダストリーの縮図

となっていないという点は否めない24。しかしながら、「ものづくり基盤技術」についての大方の

傾向は、同研究所の行った調査結果とそれほど開いておらず、追試的役割は果たしたといえる。

　われわれの今後の目標は、今回の分析や同研究所の調査結果を基に、静岡県内のサポーティング・

インダストリーの取引構造の分析、すなわち系列型企業と独立型企業を分類しメッシュ化の実態を

把握すること、そして系列型企業については完成品メーカーを頂点とする系統を明らかにするため

の系統図を、独立型企業については取引の分散構造図を作成することである。これらについては先

の307社の個々についての取引構造を解明することによって行う予定である。

図表13　業界別の基盤技術

24 『静岡県会社要覧2009』からの検索では、金属プレス8社、組込みソフトウエア1社（情報処理業）しかヒット
しなかった。
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